
企業における外国人従業員への

日本語教育
株式会社link design lab 代表取締役／一般社団法人ViVarsity（ビバーシティ）代表理事

長尾 晴香



•あいち地域日本語教育コーディネーター

•文化庁「地域日本語教育スタートアッププログラム」
アドバイザー
静岡県長泉町（２年目）
岩手県陸前高田市（１年目）

•多文化共生マネージャー修了
（一般財団法人自治体国際化協会・全国市町村国際文化研修所）

•多文化社会コーディネーター認定
（一般社団法人多文化社会専門職機構）

自己紹介



・社会に評価をされにくい外国人

・対応に悩んでいる企業
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就労者に教える日本
語教師向け研修

多様な人材が活躍
できる組織づくり

【対象】
・技能実習生
・現場リーダー

【対象】
・商工会議所
・行政

【受講者】
・23名
（愛知県、岐阜県、三重県、静岡県、
大阪府、茨城県、岩手県、タイ）



外国人の状況



¢在留外国人数 3,223,858人
（2023年6月 法務省「在留外国人統計」より） 

日本の総人口の

２.5％
（50人に１人の割合）



引用：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和４年10 月末現在）

（単位：千人）

産業別外国人労働者数の推移（全国）



外国人労働者数及び主な国籍の推移（愛知県）

引用：愛知労働局「令和4年10月末日現在における愛知県の「外国人雇用状況」の届出状況」



在留資格別外国⼈労働者の割合（愛知県）

引用：愛知労働局「令和4年10月末日現在における愛知県の「外国人雇用状況」の届出状況」



在留資格別外国人労働者の割合（全国）

引用：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和4年10 月末現在）



1983年 留学生10万人計画が策定 
1990年 外国人研修制度 
1990年 入管法（出入国管理及び難民認定法）改正

1993年 技能実習制度 創設 
（２年間の就労、1997年には３年間へ）

2008年 留学生30万人計画が策定（2019年達成）
2010年 技能実習制度 改正「技能実習」創設
2017年 技能実習法が施行

（技能実習期間3年から最長5年へ）
2017年 「介護」創設
2018年 日系４世 ワーキングホリデー

（最大５年間日本で働くことができる）
2019年 「特定技能」の在留資格が創設
2024年 技能実習制度 廃止 ⇒「育成就労」創設?

日系人（２、３世）を
「定住者」として受け入れ

外国人受入れ政策



就労分野での日本語教育



国の責務等（第四条―第九条関係）

・国の責務 ・地方公共団体の責務 ・事業主の責務
・連携の強化 ・法制上、財政上の措置等
・資料の作成及び公表

目的（第一条関係）

（背景）日本語教育の推進は、
・我が国に居住する外国人が日常生活及び社会生活を国民と共に
円滑に営むことができる環境の整備に資する
・我が国に対する諸外国の理解と関心を深める上で重要である

（目的）多様な文化を尊重した活力ある共生社会の実現
・諸外国との交流の促進並びに友好関係の維持発展に寄与。

日本語教育の推進に関する法律



⽇本語学習
⽀援者 ⽇ 本 語 教 師 ⽇本語教育

コーディネーター
養 成 初 任 中 堅

日本語教育人材の役割・段階・活動分野に応じた養成・研修のイメー
ジ

文化審議会国語分科会（2019） 「日本語教育人材の養成研修の在り方について（報告）改定版」

⽇本語教師
養成研修

（420単位時間以上）

主任教員
研修

地域
⽇本語教育
コーディネータ
ー研修

⽣活者としての外国⼈に対
する⽇本語教師
初任研修

留学⽣
に対する⽇本語教師

初任研修

児童⽣徒等
に対する⽇本語教師

初任研修 ⽇本語教師
【中堅】研修

⽇本語教育
能⼒

検定試験

⼤学の
⽇本語教師
養成課程
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就労者
に対する⽇本語教師

初任研修

難⺠等
に対する⽇本語教師

初任研修

海外
に対する⽇本語教師

初任研修

修
了

修
了

合
格



「言語等コミュニケーションがとりにくい」 51.5%
「文化や習慣の違い」を課題と感じている 41.4%

今後外国人を雇用する予定、雇用するかを検討中の企業

「言語等コミュニケーションに不安を覚える」
59.2%

出典：日本商工会議所（2018）
「『人手不足等への対応に関する調査』集計結果」

外国人材と企業が抱える共通課題



Q.日本人は何を考えているか分からない時があるか

よくある（17％） たまにある（52％）

出典：一般社団法人DiVE.tv『あいちの働く外国人白書』

技能実習生を対象にしたヒアリング調査

Q.理解できていなくても「はい」と答える時があるか

よくある（7％） たまにある（45％）

約７割

約５割



54.9%

外国人雇用者に行っている研修

引用：東京商工リサーチ「外国人雇用に関するアンケート」（2018年）

24.3%
26.6％



【依頼内容】
ブラジル人従業員向けに職場でステップアップ

するための日本語教育

①契約形態がバラバラ
・期間工 …主に製造業で働く期間が決められている
契約社員のこと。福利厚生などはないが、月収は高くなる。

・嘱託 …無期雇用で、正社員に近い契約社員。福利厚生あり。
（A社では、日本人は定年退職後の再雇用）

企業での日本語教育事例

特定技能
20％

嘱託
20％

正社員
10％

期間工
40％



②会社の期待 ≠ 外国人従業員の希望
・無期雇用（嘱託、正社員）には上司の推薦で
登用試験を受ける

・正社員になりたい訳ではない人もいる

③日本語の課題
・改善提案書を書くために日本語の読み書きが必要
・総務でフォローする苦労

企業での日本語教育事例



日本語教育
プログラム

社内の調整（事前ヒアリング）

日本語パートナーの呼びかけ
プロジェクトの
コーディネート

研修の実施、教材作成、プログラムの策定

企業との協働による日本語教育

A社担当者



第1期 日本語教育プログラム

 外国人従業員：期間工６人
日本語パートナー：社外３人、社内５人
場所：A社 本社

第２期 日本語教育プログラム

 外国人従業員：期間工４人、嘱託２人
日本語パートナー：社外１人、社内４人
場所：A社 本社



終了後インタビュー

〇学習者
製造部 Aさん（ブラジル人）

①参加理由
・仕事はできる、通常の会話はできているけれど
仕事の目標を話すことはないので良い勉強になると思った

②研修に参加して役立った点
・周りに日本人の正社員が多くて、ブラジル人のロールモデル
がいなかった（お父さん言われたけど、ピンとこなかった）
・これまでは目標など持たずに、ただ仕事をして家に帰るだけ
だった。研修を受けて、嘱託になりたい、班長になりたい
など目標を考えるようになってやる気も出た。
（仕組みの存在は知っていたが、自分に関係ないと思っていた）



〇日本語パートナー
人事課 Bさん

①参加理由
・社内では外国人従業員は見かけるが、どういう気持ちで
働いてるのか、どんな期待を持っているのか知りたかった

②研修に参加して役立った点
・期間工のブラジルの人みたいなカテゴリーで考えていたが
◯◯さんはと名前を知って、個としての認識に変わった

・人事課は遠い存在と思われがちだが、関係性ができてくれば
相談しやすくなったり、報告しやすい職場に繋がると思う

・人事課として外国人従業員向けの研修をこれまでしていな
かったが、需要があるのだと感じた

終了後インタビュー



終了後インタビュー

〇日本語パートナー
工程物流課 Cさん（係長）

①参加理由
・本人から日本語の勉強をしたい、嘱託職員になりたいと聞い
て、職場としてサポートしたいと思ったから

（登用試験の前に、対象者全員に意思確認をした際、本人から
希望があった。これまで15年、真面目に作業はしていたが
意識があることは知らなかった）

②研修に参加して役立った点
・もっと別の作業を覚えたい、改善提案をしたいと言われて
実際に職場でも学べるように体制を変えることができた

・今までは質問したり、自分から日本人の同僚に話しかける
ことがなかったが、研修後は自然なやり取りが増えた



「コミュニケーション」の落とし穴

●言葉の問題 ＜ 期待値が一致しているか
特に日本語は言葉のままでなく、雰囲気を読まなければいけない

●双方の歩み寄りが重要：日本人側へのアプローチ

●当たり前を言語化して、見える化
大前提を共有する → 優先順位を決める、ルールを柔軟に変える

コミュニケーションをとって
目標達成・課題解決できるかどうか

語彙

表現

ストラテジー

文化
習慣
（一般・企業）



異文化間リテラシー（intercultural literacy）

自分とは異なる民族や集団の文化を理解し、効果的に
交流したり文化を考慮した行動、対応ができる能力

異文化コミュニケーションの理解

・外国人従業員へのアプローチ(日本語研修、社内ミーティング)
日本語 + 日本の文化・習慣、企業文化・理念

・日本人従業員へのアプローチ
やさしい日本語、コミュニケーションのポイント

外国人も日本人も



引用：東京商工リサーチ「外国人雇用に関するアンケート」2018年

外国人雇用者の職務（地域別）



国籍別・主な産業別外国人労働者数（愛知県）

引用：愛知労働局「令和4年10月末日現在における愛知県の「外国人雇用状況」の届出状況」



派遣・請負
事業所

構成比

国籍別・主な産業別外国人労働者数（愛知県）



今後求められる日本語教育

・地域での日本語教育
地域住民とのつながり

仕事以外での人間関係（サードプレイス）

＋

・企業内での従業員向け日本語教育
外国人従業員のキャリアにつながる日本語

日本人従業員のやさしい日本語の理解


